死刑制度の存廃に関する主な論拠
死刑廃止の立場
・死刑は、野蛮であり残酷であるから廃止すべきである。
・死刑の廃止は国際的潮流であるので、我が国においても死刑を廃止すべきである。
・死刑は、憲法第３６条が絶対的に禁止する「残虐な刑罰」に該当する。
・死刑は、一度執行すると取り返しがつかないから、裁判に誤判の可能性がある以上、死刑は廃止すべきである。
・死刑に犯罪を抑止する効果があるか否かは疑わしい。
・犯人には被害者、遺族に被害弁償をさせ、生涯、罪を償わせるべきである。
・どんな凶悪な犯罪者であっても更生の可能性はある。
死刑存置の立場
　・人を殺した者は、自らの生命をもって罪を償うべきである。
　・一定の極悪非道な犯人に対しては死刑を科すべきであるとするのが、国民の一般的な法　　　　　　　　的確信である。
　・最高裁判所の判例上、死刑は憲法にも適合する刑罰である。
　・誤判が許されないことは、死刑以外の刑罰についても同様である。
　・死刑制度の威嚇力は犯罪抑止に必要である。
　・被害者、遺族の心情からすれば死刑制度は必要である。
　・凶悪な犯罪者による再犯を防止するために死刑が必要である。
死刑制度に関する内閣府（総理府）世論調査の結果
死刑の存廃
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昭和３１年　４月 ６５．０％ １８．０％ １７．０％

昭和４２年　６月 ７０．５％ １６．０％ １３．５％

昭和５０年　５月 ５６．９％ ２０．７％ ２２．５％

昭和５５年　６月 ６２．３％ １４．３％ ２３．４％

平成　元年　６月 ６６．５％ １５．７％ １７．８％

平成　６年　９月 ７３．８％ １３．６％ １２．６％

平成１１年　９月 ７９．３％ 　８．８％ １１．９％

平成１６年１２月 ８１．４％ 　６．０％ １２．５％

平成２１年１２月 ８５．６％ 　５．７％ 　８．６％


注）
○　昭和３１年４月から平成元年６月までの調査における質問
今の日本で、どんな場合でも死刑を廃止しようという意見に賛成か、反対か。
○　平成６年９月から平成２１年１２月までの調査における質問
死刑制度に関して、このような質問がありますが、あなたはどちらの意見に賛成で
　　　すか。
1 「場合によっては死刑もやむを得ない。」
2 「どんな場合でも死刑は廃止すべきである。」
3 「わからない・一概に言えない。」
死刑の犯罪抑止力
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昭和４２年　６月 ５２．４％ ３０．６％ １７．０％

昭和５５年　６月 ５６．３％ １９．６％ ２４．１％

平成　元年　６月 ６７．０％ １２．４％ ２０．６％

平成　６年　９月 ５２．３％ １２．９％ ３５．７％

平成１１年　９月 ５４．４％ 　８．４％ ３７．２％

平成１６年１２月 ６０．３％ 　６．０％ ３３．７％

平成２１年１２月 ６２．３％ 　９．６％ ２８．０％


　　　　　
　　　注）
　　　　○　昭和４２年から平成元年６月までの調査における質問
　　　　　　あなたは、死刑という刑罰をなくしてしまうと悪質な犯罪が増えると思いま
すか、別に増えるとは思いませんか。
　　　　○　平成６年９月から平成２１年１２月までの調査における質問
　　　　　　死刑がなくなった場合、凶悪な犯罪が増えるという意見がありますが、あなたはどのようにお考えになりますか。
